
第33回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

株式会社クレスコ

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び定款第14条
の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://www.cresco.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様
に提供しております。
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連 結 注 記 表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 12社
連結子会社の名称 クレスコ・イー・ソリューション株式会社

クレスコワイヤレス株式会社
株式会社アイオス
クレスコ北陸株式会社
株式会社シースリー
株式会社クリエイティブジャパン
株式会社メクゼス
株式会社エヌシステム
株式会社ネクサス
アルス株式会社
CRESCO VIETNAM CO., LTD.
株式会社エニシアス

(注)当連結会計年度において、株式会社エニシアスの全株式を取得したことにより、同社を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数 ３社
持分法適用関連会社の名称 株式会社ウェイン

ビュルガーコンサルティング株式会社
株式会社ジザイめっけ

(注)１．当社は、2020年４月１日付で、株式会社ザイマックスとの合弁会社となる株式会社ジザイめっけの第三者割当増資を
引き受けたことにより、当連結会計年度から同社を持分法の適用範囲に含めております。

２．当社の持分法適用関連会社であった株式会社エー・アイ・エムスタッフは、当連結会計年度において同社の株式を全て
売却したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
当連結会計年度において、株式会社エニシアスは、決算日を３月31日に変更し、連結決
算日と同一となっております。なお、当該決算期の変更が連結計算書類に及ぼす影響はあり
ません。
また、持分法適用関連会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法
売買目的有価証券 … 時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっております。
その他有価証券
時価のあるもの … 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）によっております。

時価のないもの … 移動平均法による原価法によっております。
②デリバティブ
時価法によっております。

③運用目的の金銭の信託
時価法によっております。

④たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で
保有するたな卸資産

… 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に
よっております。
ア．商品 移動平均法
イ．製品、仕掛品 個別法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

… 定率法によっております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法によっております。

② 無 形 固 定 資 産 … 定額法によっております。
ただし、ソフトウェアについては、自社利用のソフトウェア
は社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、市場
販売目的のソフトウェアは販売可能有効期間（３年）に基づ
く定額法によっております。

③ リ ー ス 資 産 … 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 …………… 当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

② 賞与引当金 …………… 当社及び連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に充てる
ため、所定の計算方法による支給見積額の当連結会計年度負
担額を計上しております。

③ 役 員 賞 与 引 当 金 … 当社及び連結子会社は、役員に対する賞与の支給に充てるた
め、支給見積額の当連結会計年度負担額を計上しておりま
す。

④ 受 注 損 失 引 当 金 … 当社及び連結子会社は、ソフトウェアの請負契約に係る将来
の損失に備えるため、損失の発生する可能性が高く、かつ、
その金額を合理的に見積もることができる場合、その損失見
込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。
③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
売上高及び売上原価の計上基準
① 当連結会計年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

② その他の契約
検収基準

（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。
（7）のれんの償却方法及び償却期間

５年間又は10年間の定額法により償却しております。

５．その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
(2) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

当社企業グループの譲渡制限付株式報酬制度に基づき、いわゆる現物出資構成により当
社の取締役及び従業員並びに当社の連結子会社の取締役の一部に支給した報酬等について
は、対象勤務期間にわたる定額法により償却しております。
（追加情報）

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31日）を当連
結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、「関連する会計基準の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の
原則及び手続」を開示しております。
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（表示方法の変更）
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）
を当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載してお
ります。

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度

繰延税金資産 906,330千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断し
ております。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・
プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性の
いずれかを満たしているかどうかにより判断しております。
収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時差異等
の解消見込年度及び繰戻・繰越期間における課税所得を見積っております。課税所得は、翌連
結会計年度の事業計画の前提となった数値に基づき、経営環境等の外部要因に関する情報や当
社企業グループが用いている内部の情報と整合するように調整し見積っております。翌期を超
える期間の各連結会計年度の課税所得については、それまでの計画に基づく趨勢を踏まえた一
定又は逓減する成長率の仮定をおいて見積っております。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要と
なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等
調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

２．退職給付債務の算定
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度

退職給付に係る負債（原則法） 1,551,764千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社企業グループのうち、一部の会社は非積立型の確定給付制度を採用し、かつ退職給付債
務の算定にあたって原則法を採用しております。原則法による退職給付債務及び関連する勤務
費用は、数理計算上の仮定を用いて退職給付見込額を見積り、割り引くことにより算定してお
ります。数理計算上の仮定には、割引率のほか、退職率、予想昇給率、死亡率等の様々な計算
基礎があります。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動により見直しが必要とな
った場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する退職給付に係る負債及び退職
給付費用の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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３．減損会計における将来キャッシュ・フロー
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度

減損損失 175,188千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社企業グループのうち、減損損失を認識するかどうかの判定及び使用価値の算定において
用いられる将来キャッシュ・フローは、翌連結会計年度の事業計画の前提となった数値に基づ
き、経営環境等の外部要因に関連する情報や当社企業グループが用いている内部の情報と整合
するように調整し、資産グループの現在の使用状況や合理的な使用計画等を考慮して見積って
おります。翌期を超える期間の各連結会計年度の将来キャッシュ・フローは、それまでの計画
に基づく趨勢を踏まえた一定又は逓減する成長率の仮定をおいて見積っております。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直し等が必要と
なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において減損損失（特別損失）が発生する可
能性があります。
当連結会計年度においては、新型コロナウイルスの感染拡大により、当社企業グループの主要
顧客の一部に深刻な業績の落ち込みが認められ、翌連結会計年度以降の当社企業グループへの
発注に重要な不確実性が生じたことから、当社の連結子会社の一部において、買収当初に想定
した超過収益力が見込めなくなりました。また、新型コロナウイルス感染症を機に、当社企業
グループではテレワーク体制の強化とオフィススペースの効率化を推進することとし、開発拠
点の一部返還を決定しております。これらの理由により、当連結会計年度において減損損失を
175,188千円計上しております。

４．ソフトウェアの請負契約におけるプロジェクト原価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度

工事進行基準により計上した売上高 222,516千円

受注損失引当金 7,861千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社企業グループは、ソフトウェアの請負契約のうち一定のものに対して原価比例法による
工事進行基準を適用しており、また、損失が見込まれる請負契約について受注損失引当金を計
上しております。これらの会計処理にあたっては、当該請負契約に係る原価（プロジェクト原
価）を見積ることが必要不可欠であります。
プロジェクト原価は、通常、請負契約ごとの特性（顧客やエンドユーザーの属する業種、要
件、開発期間、必要となる技術や要員・工数等）に関する仮定に基づく見積りを行いますが、
特に工事進行基準又は受注損失引当金の対象となるプロジェクト原価については、事業部門・
品質管理部門だけでなく経理部門も参画してレビューを実施することにより、工事進行基準に
よる売上高や受注損失引当金の過少計上・過大計上が生じないようにするための予防的措置を
とっております。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要と
なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、工事進行基準による売上高や受注
損失引当金繰入額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

2021年05月14日 19時57分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 7 ―

（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 892,628千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
　

普通株式 23,000,000株
　

２．自己株式に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式（株） 3,009,560 63 1,030,900 1,978,723
　

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取り 63株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 30,900株
自己株式の消却 1,000,000株

３．配当に関する事項
（1）配当金支払額
　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2020年５月15日
取締役会 普通株式 377,827 18.00 2020年３月31日 2020年６月22日

2020年11月６日
取締役会 普通株式 377,994 18.00 2020年９月30日 2020年12月１日

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後とな
るもの

　

決 議 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金
の総額
（千円）

１株当た
り配当額
(円)

基 準 日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会 普通株式 利益

剰余金 420,425 20.00 2021年３月31日 2021年６月21日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社企業グループの主な資金需要は、運転資金、設備投資資金、Ｍ＆Ａ・アライアンスの
ための投資資金及び研究開発資金等であります。これらの資金につきましては営業活動によ
る収入のほか、安定的な支払能力を確保するため、資金繰りの状況や金融情勢を勘案し、銀
行からの借入れにより調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。
有価証券、投資有価証券及び金銭の信託は主として株式、投資信託及び債券であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。
長期借入金は、主にＭ＆Ａ・アライアンスに必要な資金の調達を目的としたものであり、

金利の変動リスクに晒されております。
（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当社は、営業債権について、販売管理規則に従い与信管理及び期日管理を行っておりま
す。
② 市場リスクの管理

当社は、有価証券、投資有価証券及び金銭の信託について、有価証券管理規則に従い運
用を行っており、時価のある有価証券及び金銭の信託については定期的に時価の把握を行
っております。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新することに
より、流動性リスクを管理しております。
④ 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち、18.0％が特定の大口顧客に対するも
のであります。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。
（単位：千円）

　

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 11,039,932 11,039,932 ―
（2）受取手形及び売掛金 7,855,304 7,855,304 ―
（3）電子記録債権 15,608 15,608 ―
（4）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 6,614,921 6,614,921 ―
（5）金銭の信託 64,146 64,146 ―

資産計 25,589,913 25,589,913 ―
（1）買掛金 1,856,920 1,856,920 ―
（2）短期借入金 100,000 100,000 ―
（3）長期借入金 1,814,449 1,812,664 △1,784
（4）リース債務 6,678 6,638 △39
（5）長期未払金 52,746 52,219 △527

負債計 3,830,794 3,828,442 △2,351
　
（注１） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金並びに（3）電子記録債権

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（4）有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価

格又は金融機関から提示された価格によっております。
（5）金銭の信託

これらの時価は、金融機関から提示された価格によっております。
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負債
（1）買掛金及び（2）短期借入金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（3）長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理

的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。
（4）リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（5）長期未払金
これらの時価は、将来の支払額を、新規に借入れを行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。
　
（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式等 548,484千円

　

上記非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、「（4）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　
（注３） 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）
　

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
現金及び預金 11,039,932 ― ― ―
受取手形及び売掛金 7,855,304 ― ― ―
電子記録債権 15,608 ― ― ―
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券のうち満期があ
るもの
（1）社債 ― 118,083 ― ―
（2）その他 459,292 2,299,071 ― 50,135

合計 19,370,138 2,417,154 ― 50,135
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（注４） 短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

　

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 100,000 ― ― ― ― ―
長期借入金 671,934 539,996 402,519 200,000 ― ―
リース債務 2,336 2,336 1,446 394 164 ―

合計 774,270 542,332 403,965 200,394 164 ―

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 926円96銭
１株当たり当期純利益 125円43銭

（重要な後発事象に関する注記）

報告セグメントの変更
当社は、2021年５月10日開催の取締役会において、2022年３月期（2021年４月１日～
2022年３月31日）から、報告セグメントを変更することを決議しております。
当社は、従来、「ソフトウェア開発事業」及び「組込型ソフトウェア開発事業」の２つを報告セ
グメントとしておりましたが、2022年３月期を初年度とする「中期経営計画2023」の遂行にあ
たり、デジタルソリューション事業の本格的な成長を目指して、2022年３月期（2021年４月１
日～2022年３月31日）から、「ITサービス事業」及び「デジタルソリューション事業」の２つへ
報告セグメントを変更することといたしました。
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(1) 変更前のセグメント区分
セグメント サブセグメント 内訳

ソフトウェア開発事業

金融 銀行、証券、保険、その他

公共サービス 旅行、人材、物流、航空、鉄道、
電力、放送、医療、その他

流通・その他 小売、不動産、情報通信、製造、
その他

組込型ソフトウェア開発事業

通信システム 携帯情報端末、その他

カーエレクトロニクス デジタルメーター、センターディ
スプレイ、その他

情報家電・その他 デジタル家電、医療機器、制御シ
ステム、その他

その他（商品・製品販売事業等） ― クレスコワイヤレス株式会社の商
品・製品

(2) 変更後のセグメント区分
セグメント サブセグメント 内訳

ITサービス

エンタープライズ

情報・通信、広告、流通サービス、
運輸、人材紹介・人材派遣、公共、
資源・エネルギー、建設・不動産、
旅行・ホテル、医療・ヘルスケア、
その他

金融 銀行、保険、その他

製造 自動車、輸送機器、機械、エレク
トロニクス、その他

デジタルソリューション ― 「Creage」「インテリジェントフ
ォルダ」、RPA等

(注)１．「ITサービス」は、コンサルティング、IT企画・開発・保守の総合サービスであります。
２．「デジタルソリューション」は、顧客のDX実現を支援する製品・サービスからなるソリューション群であります。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
売買目的有価証券… 時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっております。
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの… 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に
よっております。

時価のないもの… 移動平均法による原価法によっております。
子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

… 移動平均法による原価法によっております。

（2）デリバティブ
時価法によっております。

（3）運用目的の金銭の信託
時価法によっております。

（4）たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で
保有するたな卸資産

… 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に
よっております。
仕掛品 個別法

　
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産… 定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
（2）無形固定資産… 定額法によっております。ただし、ソフトウェアについては、自社利

用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法、市場販売目的のソフトウェアは販売可能有効期間（３年）に基づ
く定額法によっております。
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(3) リ ー ス 資 産… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

　
３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金……… 従業員に対する賞与の支給に充てるため、当社所定の計算方法によ
る支給見積額の当期負担額を計上しております。

（3）役員賞与引当金… 役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見積額の当期負担額を
計上しております。

（4）受注損失引当金… ソフトウェアの請負契約に係る将来の損失に備えるため、損失の発
生する可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もることがで
きる場合、その損失見込額を計上しております。

（5）退職給付引当金… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認めら
れる額を計上しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
売上高及び売上原価の計上基準
（1）当事業年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
（2）その他の契約

検収基準
　
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計
処理の方法と異なっております。
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（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（3）関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、いわゆる現物出資構成により当社の取締役及び

従業員に支給した報酬等については、対象勤務期間にわたる定額法により償却しておりま
す。
（追加情報）

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31日）を当事
業年度の年度末に係る計算書類から適用し、「関連する会計基準の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び
手続」を開示しております。

（表示方法の変更）
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）
を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しておりま
す。

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度

繰延税金資産 392,203千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

２．退職給付債務の算定
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度

退職給付引当金 1,547,195千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。
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３．減損会計における将来キャッシュ・フロー
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当事業年度

減損損失 20,955千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

４．ソフトウェアの請負契約におけるプロジェクト原価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当事業年度

工事進行基準により計上した売上高 163,106千円

受注損失引当金 ― 千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

（貸借対照表に関する注記）
１. 有形固定資産の減価償却累計額 636,391千円

２. 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 190,681千円
（区分掲記されたものを除く。） 長期金銭債権 14,388千円

短期金銭債務 73,931千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引 売 上 高 126,468千円

営 業 費 用 786,194千円
営業外収益 200,005千円
営業外費用 20,997千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末
普通株式（株） 3,009,560 63 1,030,900 1,978,723
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（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取り 63株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 30,900株
自己株式の消却 1,000,000株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 252,232千円
賞与引当金に係る法定福利費 34,390
未払事業税 46,272
長期未払金（役員退職慰労金） 6,613
一括償却資産 11,162
退職給付引当金 473,751
会員権評価損 14,439
資産除去債務 22,332
投資有価証券評価損 129,386
関係会社株式評価損 67,984
その他 167,723
繰延税金資産小計 1,226,288千円
評価性引当額 △200,017
繰延税金資産合計 1,026,270千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △629,867千円
建物（資産除去債務） △4,199
繰延税金負債合計 △634,067千円
繰延税金資産純額 392,203千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
当社の子会社・関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱アイオス 直接
100.0 ―

資金の借換
（注） 600,000 関係会社

短期借入金 600,000

利息の支払い 6,000 ― ―

子会社 クレスコ・イー・
ソリューション㈱

直接
100.0

役員の兼任
（１名）

資金の借換
（注） 400,000 関係会社

短期借入金 400,000

利息の支払い 3,997 ― ―

子会社 ㈱シースリー 直接
100.0 ―

資金の借入
（注） 100,000 関係会社

短期借入金 100,000

利息の支払い 1,000 ― ―

子会社 ㈱クリエイティブジ
ャパン

直接
100.0 ―

資金の借換
（注） 500,000 関係会社

短期借入金 500,000

利息の支払い 5,000 ― ―

子会社 ㈱ネクサス 直接
100.0

役員の兼任
（１名）

資金の借換
（注） 100,000 関係会社

短期借入金 200,000資金の借入
（注） 100,000

利息の支払い 2,000 ― ―

子会社 アルス㈱ 直接
100.0 ―

資金の借換
（注） 100,000 関係会社

短期借入金 100,000

利息の支払い 1,000 ― ―

子会社 クレスコ北陸㈱ 直接
100.0 ―

資金の借入
（注） 100,000 関係会社

短期借入金 100,000

利息の支払い 1,000 ― ―

子会社 ㈱エヌシステム 直接
100.0 ―

資金の借入
（注） 100,000 関係会社

短期借入金 100,000

利息の支払い 1,000 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。返済期間は期間１年内、

一括返済としております。なお、担保は差し入れておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 761円01銭
１株当たり当期純利益 102円12銭
　

（重要な後発事象に関する注記）
報告セグメントの変更
連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一内容を記載しているため、注記を省略して
おります。
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